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改      正      案 現          行 

格に10分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかか

わらず、当該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下

のものに係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税の

額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、前年度分の固定資産税の課

税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額（以下「商業地等据置固定資産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるもの

に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税の額は、第

１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に10分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該

年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商

業地等調整固定資産税額」という。）とする。 

の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

349条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地

等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下

のものに係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の

額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、前年度分の固定資産税の課

税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額（以下「商業地等据置固定資産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるもの

に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の額は、第

１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に10分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該

年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商

業地等調整固定資産税額」という。）とする。 
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（用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する固定資産税等

の特例に関する経過措置） 

第12条の２ 地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）附則

第21条第１項の規定に基づき、令和６年度から令和８年度までの各年度分

の固定資産税については、法附則第18条の３の規定を適用しない。 

（農地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定

資産税の特例） 

第13条 農地に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産

税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該

農地が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条か

ら第15条の３までの規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準

額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）に、当該農地の当該年度の

次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調

整率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「農地調整固定資

産税額」という。）を超える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。 

 

 

（略） 

（特別土地保有税の課税の特例） 

第15条 附則第12条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附則

第11条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349条の３、第349条の

３の２又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用がある宅地等を

 

 

 

 

 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定

資産税の特例） 

第13条 農地に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産

税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該

農地が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条か

ら第15条の３までの規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準

額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額。以下この項において同じ。）

に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、

同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額（令和３年度分の固定資産

税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）を当該農地に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当

該農地調整固定資産税額とする。 

（略） 

（特別土地保有税の課税の特例） 

第15条 附則第12条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附則

第11条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349条の３、第349条の

３の２又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用がある宅地等を
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除く。）に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の特別

土地保有税については、第137条第１号及び第140条の５中「当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格」とあるのは、「当該年度分の固定

資産税に係る附則第12条第１項から第５項までに規定する課税標準とな

るべき額」とする。 

２ 法附則第11条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成18

年１月１日から令和９年３月31日までの間にされたものに対して課する

特別土地保有税については、第137条第２号中「不動産取得税の課税標準

となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法

附則第11条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における課税

標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、「令第54

条の38第１項に規定する価格」とあるのは「令第54条の38第１項に規定す

る価格（法附則第11条の５第１項の規定の適用がないものとした場合にお

ける価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ （略） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第16条の３ （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは 、「所

得割の額並びに附則第16条の３第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

除く。）に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の特別

土地保有税については、第137条第１号及び第140条の５中「当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格」とあるのは、「当該年度分の固定

資産税に係る附則第12条第１項から第５項までに規定する課税標準とな

るべき額」とする。 

２ 法附則第11条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成18

年１月１日から令和６年３月31日までの間にされたものに対して課する

特別土地保有税については、第137条第２号中「不動産取得税の課税標準

となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法

附則第11条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における課税

標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、「令第54

条の38第１項に規定する価格」とあるのは「令第54条の38第１項に規定す

る価格（法附則第11条の５第１項の規定の適用がないものとした場合にお

ける価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ （略） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第16条の３ （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 
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（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例） 

第16条の４ （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得

割の額並びに附則第16条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

４ （略） 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第17条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得

割の額並びに附則第17条第１項の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第18条 （略） 

２～４ （略） 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例） 

第16条の４ （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

４ （略） 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第17条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第18条 （略） 

２～４ （略） 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 
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(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得

割の額並びに附則第18条第１項の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第19条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得

割の額並びに附則第19条第１項の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第20条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得

割の額並びに附則第20条第１項の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第20条の２ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第19条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第20条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第20条の２ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 
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(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得

割の額並びに附則第20条の２第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得

割の額並びに附則第20条の２第３項後段の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第20条の３ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得

割の額並びに附則第20条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得

 

 

 

 

３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第20条の３ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） 
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改      正      案 現          行 

割の額並びに附則第20条の３第３項後段の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

６ （略） 

 

 

６ （略） 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の養父市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の

年度分の固定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月31日までの間に新たに取得された地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第

１条の規定による改正前の地方税法（昭和25年法律第226号。次項において「旧法」という。）附則第15条第25項に規定する特定再生

可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成29年４月１日から令和６年３月31日までの間に受けた旧法附則第15条第32項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定

事業所内保育施設の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 
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養父市国民健康保険税条例（平成16年養父市条例第64号）の一部を次の表のように改正する。（下線の部分は改正部分） 

改      正      案 現          行 

（課税額） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世

帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額並

びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該

合算額が 24万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、

24万円とする。 

４ （略） 

（国民健康保険税の減額） 

第 21 条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対し

て課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及

びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が 65 万円を超え

る場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から

ウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が 24 万円を

超える場合には、24万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

オ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が 17 万円を

超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) （略） 

(2) 法第 703 条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が 43 万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被

保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場

（課税額） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世

帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額並

びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該

合算額が 22万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、

22万円とする。 

４ （略） 

（国民健康保険税の減額） 

第 21 条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対し

て課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及

びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が 65 万円を超え

る場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から

ウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が 22 万円を

超える場合には、22万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

オ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が 17 万円を

超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) （略） 

(2) 法第 703 条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が 43 万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被

保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場
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議案第29号 

養父市税条例の一部を改正する条例の制定について 

養父市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年６月７日提出 

養父市長  広 瀬   栄 

 

養父市税条例の一部を改正する条例 

養父市税条例（平成16年養父市条例第60号）の一部を次の表のように改正する。（下線の部分は改正部分） 

改      正      案 現          行 

（寄附金税額控除） 

第34条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の７第１項第１号

及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金を支出した場合には、同

項に規定するところにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条

第２項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては、当該控

除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」

という。）をその者の第34条の３及び前条の規定を適用した場合の所得割

の額から控除するものとする。この場合において、当該控除額が当該所得

割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額と

する。 

(1)～(8) （略） 

(9) 所得税法第78条第２項第４号に規定する公益信託の信託財産とする

ために支出した当該公益信託に係る信託事務に関連する寄付金 

(10) （略） 

（寄附金税額控除） 

第34条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の７第１項第１号

及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭のうち市

長が別に定めるものを支出した場合には、同項に規定するところにより控

除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定する特例控除対

象寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を

加算した金額。以下この項において「控除額」という。）をその者の第34

条の３及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものと

する。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、

当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とする。 

(1)～(8) （略） 

(9) 所得税法第78条第３項に規定する特定公益信託の信託財産とするた

めに支出した金銭 

(10) （略） 
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改      正      案 現          行 

２ （略） 

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第56条 法第348条第２項第９号、第９号の２若しくは第12号の固定資産又

は同項第16号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医

療関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限る。）について

同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号及び

第２号に、家屋については第３号及び第４号に、償却資産については第５

号及び第６号に掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、家屋又は償却

資産が学校法人若しくは私立学校法（昭和24年法律第270号）第152条第５

項の法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若しくは社会福

祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和23年法律第205号）第31条の

公的医療機関の開設者、令第49条の10第１項に規定する医療法人、公益社

団法人若しくは公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法第

２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下この条において同

じ。）に該当するものに限る。）若しくは一般財団法人（非営利型法人に

該当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全機

構、健康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組

合若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、

歯科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養

成所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置

するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館

法（昭和26年法律第285号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は公

益社団法人若しくは公益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下こ

の条において「学校法人等」という。）の所有に属しないものである場合

２ （略） 

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第56条 法第348条第２項第９号、第９号の２若しくは第12号の固定資産又

は同項第16号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医

療関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限る。）について

同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号及び

第２号に、家屋については第３号及び第４号に、償却資産については第５

号及び第６号に掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、家屋又は償却

資産が学校法人若しくは私立学校法（昭和24年法律第270号）第64条第４

項の法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若しくは社会福

祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和23年法律第205号）第31条の

公的医療機関の開設者、令第49条の10第１項に規定する医療法人、公益社

団法人若しくは公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法第

２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下この条において同

じ。）に該当するものに限る。）若しくは一般財団法人（非営利型法人に

該当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全機

構、健康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組

合若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、

歯科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養

成所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置

するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館

法（昭和26年法律第285号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は公

益社団法人若しくは公益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下こ

の条において「学校法人等」という。）の所有に属しないものである場合



- 3 - 

改      正      案 現          行 

においては当該土地、家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料で使用さ

せていることを証明する書面を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(6) （略） 

附 則 

 

においては当該土地、家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料で使用さ

せていることを証明する書面を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(6) （略） 

附 則 

（公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

第４条の２ 当分の間、租税特別措置法第40条第３項後段（同条第６項から

第10項まで及び第11項（同条第12項において準用する場合を含む。以下こ

の条において同じ。）の規定によりみなして適用する場合を含む。）の規

定の適用を受けた同法第40条第３項に規定する公益法人等（同条第６項か

ら第11項までの規定により特定贈与等に係る公益法人等とみなされる法

人を含む。）を同条第３項に規定する贈与又は遺贈を行った個人とみなし

て、令附則第３条の２の３で定めるところにより、これに同項に規定する

財産（同法第40条第６項から第11項までの規定により特定贈与等に係る財

産とみなされる資産を含む。）に係る山林所得の金額、譲渡所得の金額又

は雑所得の金額に係る市民税の所得割を課する。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第56条の改正規定 令和７年４月１日 

(2) 第34条の７第１項の改正規定、附則第４条の２を削る改正規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第30号）の施行の日の属す

る年の翌年の１月１日 
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（市民税に関する経過措置） 

第２条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定の適用がある場合における前条第２号に掲げ

る規定による改正後の養父市税条例第34条の７第１項の規定の適用については、同項中「寄附金」とあるのは、「寄附金（所得税法等

の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第１条の規定に

よる改正前の所得税法第78条第３項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」とする。 









別記第 1 号様式 

 

      

 

 兵庫県養父市 中間・栗ノ下辺地 

                （辺地の人口 134 人 面積 9.5ｋ㎡） 

 

  

（１）辺地を構成する市(町)又は字の名称   養父市大屋町中間・栗ノ下 

（２）地域の中心の位置          養父市大屋町中間字柏本 524-3 

（３）辺地度点数             115 点 

 

  

  当地区は、本市の中心から約 26 ㎞離れた南西側に位置し、急峻な山に囲まれ、戸

数 52戸の集落を形成しており、高齢化率は 49.3％と市全体の高齢化率 40.4％を大き

く上回っており、辺地化に拍車をかけている。 

  また、当地区内で県道大屋波賀線と市道横行線が交差しており、観光地である若杉

高原や横行渓谷への通り道になっているが、当地区への来訪者はほとんどいない。 

  令和５年に当地区内の遊休地を活用して、ウイスキー蒸留所が建設された。当施設

へのアクセスは若杉川に架かる市道橋を渡る必要があるが、その市道橋の幅員が 3.5

ｍと狭小で中型車以上の通行が困難となっている。当施設は、酒文化とツーリズムを

融合した新たな地域観光交流の場であり、当地区の地域振興に資する施設として期待

しているため、当施設へアクセスする交通基盤整備は必須である。 

  また、当施設への来訪者が増加することで周辺の観光施設等と相互連携し、地域の

特性を生かした活性化の取組の推進を図るものである。 

 

  

  令和６年度から令和７年度まで ２年間 

（単位　千円）

区　分 一般財源のう

ち辺地対策事

　  施　設　名 事業主体名 業債の予定額

杉の界橋整備事業 養父市 129,007 73,530 55,477 55,300

129,007 73,530 55,477 55,300

事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

合　　　　計
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（別表第１）年次別計画表

市町名 辺地名

（単位：千円）

特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源

杉の界橋整備事業
橋梁新設
L＝13.5ｍ、Ｗ＝7.5ｍ

129,007 73,530 55,477 55,300 28,807 16,416 12,391 12,300 100,200 57,114 43,086 43,000

合　　計 129,007 73,530 55,477 55,300 28,807 16,416 12,391 12,300 100,200 57,114 43,086 43,000

（記載要領）

１　辺地ごとに作成すること。

２　事業名には、具体的名称（町道○○線等）をあげること。

３　事業内容については、計画期間内のものを記載すること。

４　本表の辺地対策事業債の算出にあたっては、１００％充当とすること。

養父市 中間・栗ノ下

事業費
財源内訳 辺地対策

事業債
事業費

財源内訳 辺地対策
事業債

事業費
財源内訳 辺地対策

事業債

事業名 事業内容

全体 　　令和６年度 　　令和７年度




























































































































